
第５号様式（第８条関係）　　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日
岐阜県知事　様
住　　所　（郵便番号・住所）
名　　称
代表者名　（役職・氏名）　　　　　　　印　
　年度岐阜県ヘルスケア産業関連設備等導入事業費補助金
に係る事業実績報告書
　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業を　　年　　月　　日付けで完了しましたので、岐阜県補助金等交付規則第１３条の規定により次の書類を添えて報告します。
記
１　補助対象事業（事業計画名）
２　補助対象事業に要した経費及び補助金の額
（１）補助対象事業に要した経費　　　　　金

　　　円
（２）補助対象経費　　　　　金

　　　円

（３）補助金の額　　　　　金

　　　円

３　事業実績報告書
別紙１のとおり
４　決算総表（収支決算書）
別紙２のとおり
５　支出明細報告書
　　　別紙３のとおり
別紙１
　年度岐阜県ヘルスケア産業関連設備等導入事業費補助金
に係る事業実績報告書
１　申請者
２　代表者（役職・氏名）
３　事業計画名
４　補助事業期間
開　始　　　　　　年　　月　　日
終　了　　　　　　年　　月　　日
５　補助事業の成果
（１）事業計画内容と実績
※申請時の「事業計画内容」「成果目標」に対応させて、「生産・分析評価する対象製品等」の製造（調整）状況（例：新製品名、生産能力、製品出荷量、売上高等）を記入すること。
※「生産設備（金型）、分析・評価機器等」の導入実績を記入すること。
※適宜、参考となる資料を添付すること。
（２）今後の展開
※今後の事業展開（計画）等を記入すること。
※適宜、参考となる資料を添付すること。
６　添付書類

（１）経理書類一式（見積書、納品書、請求書その他支払が確認できる書類等）

（２）設備設置完成の写真

（３）その他参考となる書類（固定資産台帳の写し）
別紙２
決算総表（収支決算書）
（１） 収入の部（資金調達内訳）                               　（単位：円）
	経費区分
	金　　額
	備　　　　　　　　　　　　考

	
	予算額
	決算額
	

	補助金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	国補助金等
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	
	


※ 「補助金」については、千円未満の端数を切り捨てて記入すること。
（２） 支出の部（資金支出内訳）                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経 費 区 分
（補助対象設備等）
	補助対象事業に要する経費
	補助対象経費
	左の負担区分
	備　考

	
	
	
	自己負担額
	補助金額
	

	
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	

	①
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


《記入上の注意》

１　「予算額」欄には、申請書の計画の内容に記入したもの（補助事業計画を変更した場合は、承認を受けた変更後の計画に基づくもの）を記入すること。
２　「補助対象経費」欄には、補助対象事業に要する経費のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。
３　「補助金額」欄には、千円未満の端数を切り捨てた額を記入すること。
４　「予算額」欄と「決算額」欄が著しく相違するときは、その理由を「備考」欄に記入すること。
５　「収入の部」欄の金額合計と「支出の部」欄の補助対象事業に要する経費合計は、一致すること。
別紙３

支出明細報告書
	経 費 区 分
（補助対象設備等）
	積　　算　　等
	補助対象事業に
要する経費（円）
	補助金額
（円）
	見　積
年月日
	契　約
年月日
	入　手
年月日
	支　払
年月日

	①
	
	
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	


《記入上の注意》

１　予定のものについては、（　）書きとすること。
２　「積算等」欄には、補助対象設備等の経費ごとに名称、積算明細＠単価（消費税等込み）×数量＝金額（消費税等込み）、仕様等を
記入すること。また、併せて購入先、支払先等を記入すること。
    ３　「補助対象事業に要する経費」欄には、消費税額及び地方消費税額を含めた額を記入すること。
    ４　「入手年月日」欄には、補助対象物件が納品された日を記入すること。
    ６　補助事業に関する帳簿を別途作成している場合は、本書に代えて当該帳簿のコピーを提出して差し支えないこと。
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